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                                 資料 ９  

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に基づく入札・契約手続に関する 

実態調査及び公共工事の品質確保の促進に関する施策の実施状況調査の結果について 

 

（平成１８年１２月２８日公表） 

 標記調査（平成１８年４月１日現在）の結果が、別添資料のとおり、まとまったので発

表する。なお、これについては、国土交通省、総務省及び財務省のホームページ等に掲載

することとしているが、そのポイントについては以下の通りである。 

 

■平成１８年度の調査対象機関数 

国      １８機関 

特殊法人等 １３１機関（前回１３３機関） 

都道府県   ４７機関   

指定都市   １５機関（前回１４機関） 

市区町村 １８２８機関（前回２２２５機関） 

 

１．入札契約適正化法及び施行令により義務付けられている事項 

（１） 入札契約に係る情報の公表 

 ① 発注見通しの公表  （※括弧内の数値は実施・公表等している機関数。以下同。） 

     国・都道府県・指定都市：１００％、特殊法人等：９９％（１３０） 

市区町村：９８％（１７９８） 

 

 ② 指名基準の公表 

     国・都道府県・指定都市：１００％、特殊法人等：９８％（１２２） 

市区町村：８４％（１５２８） 

 

 ③ 入札金額の公表 

     国・都道府県・指定都市：１００％、特殊法人等：９９％（１３０） 

市区町村：９８％（１７９５） 

 

 ④ 契約の相手方の名称の公表 

     国・特殊法人等・都道府県・指定都市：１００％ 

市区町村：９８％（１７８５） 

 

 ⑤ 契約変更後の契約金額の公表 

     国・都道府県・指定都市：１００％、特殊法人等：９８％（１２８） 

市区町村：８４％（１５３０） 

 

 ⑥ 随意契約の相手方の選定理由の公表 

     国・都道府県・指定都市：１００％、特殊法人等：９７％（１２７） 

市区町村：７７％（１４０１） 
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（２） 施工体制の把握の徹底等 

   ○ 施工体制台帳の写しの提出 

     国・特殊法人等・都道府県・指定都市：１００％ 

市区町村：９３％（１６９８） 

 

２．適正化指針により努力することが求められている事項 

（１） 入札及び契約の過程並びに契約の内容の透明性の確保に関する事項 

① 予定価格の事後公表（事前公表と併用の団体を含む。） 

     国：１００％、特殊法人等：９３％（１２２）、都道府県：３６％（１７） 

指定都市：３３％（５）、市区町村：４８％（８７４） 

     ※ 予定価格を事前公表のみしている地方公共団体は３９％（７３２） 

 

② 最低制限価格の事後公表 

     都道府県：６３％（２６）、指定都市：５８％（７） 

市区町村：３１％（３４０） 

     ※ 最低制限価格制度を採用していない発注者を除く。なお、事前公表を実施

している地方公共団体は２２％（２５９） 

 

③ 第三者機関の設置等（監査委員等既存の組織の活用等も含む。） 

     国：５６％（１０）、特殊法人等：９４％（１２３） 

都道府県・指定都市：１００％、市区町村：８％（１４０） 

 

 ④ 工事の監督基準の策定及び公表 

     国    ：策定 ７２％（１３）   公表６１％（１１） 

特殊法人等：策定 ９２％（１２０）  公表８４％（１１０） 

都道府県 ：策定１００％       公表８９％（４２） 

指定都市 ：策定１００％       公表８０％（１２） 

市区町村 ：策定 ５１％（９３１）  公表３２％（５９２） 

 

⑤ 工事の検査基準の策定及び公表 

     国    ：策定 ７２％（１３）   公表６１％（１１） 

特殊法人等：策定 ９２％（１２０）  公表８３％（１０９） 

都道府県 ：策定１００％       公表９４％（４４） 

指定都市 ：策定１００％       公表８７％（１３） 

     市区町村 ：策定 ６１％（１１１５） 公表３７％（６７７） 

 

 ⑥ 工事の技術検査要領の策定及び公表  

     国    ：策定 ５０％（９）    公表４４％（８） 

特殊法人等：策定 ６７％（８８）   公表６０％（７８） 

都道府県 ：策定 ８５％（４０）   公表８１％（３８） 

指定都市 ：策定 ９３％（１４）   公表８０％（１２） 

     市区町村 ：策定 ３２％（５８０）  公表１８％（３３０） 
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 ⑦ 工事成績評定要領の策定及び公表  

     国    ：策定 ５６％（１０）   公表４４％（８） 

特殊法人等：策定 ９１％（１１９）  公表８５％（１１１） 

都道府県 ：策定１００％       公表９８％（４６） 

指定都市 ：策定１００％       公表１００％ 

     市区町村 ：策定 ５６％（１０２４） 公表３１％（５７４） 

 

 

 

（２） 入札に参加しようとし、又は契約の相手方になろうとする者の間の公正な競争 

の促進に関する事項 

 ① 一般競争入札の導入状況 

     国・特殊法人等・都道府県・指定都市：１００％ 

市区町村：４７％（８５６） 

 

 ② 入札ボンドの導入状況（平成１８年度内導入予定を含む。） 

     国：６％（１）、都道府県：４％（２） 

特殊法人等・指定都市・市区町村：０％ 

 

 ③ 公募型指名競争入札の導入状況 

     国：５６％（１０）、特殊法人等：７５％（９８） 

都道府県：６６％（３１）、指定都市：７３％（１１） 

     市区町村：２０％（３７０） 

 

 ④ 総合評価方式の導入状況（平成１８年度内導入予定を含む。） 

     国：７２％（１３）、特殊法人等：８２％（１０８） 

都道府県：１００％、指定都市：６７％（１０） 

     市区町村：２％（３６） 

 

⑤ 入札時における工事費内訳書の提出 

     国：８３％（１５）、特殊法人等：８９％（１１７） 

都道府県：９６％（４５）、指定都市：１００％ 

 市区町村：６０％（１１０４） 

 

（３） 入札及び契約からの談合その他の不正行為の排除の徹底に関する事項 

  ○ 談合等に係る違約金条項の導入 

     国：７２％（１３）、特殊法人等：９２％（１２１） 

都道府県・指定都市：１００％、市区町村：３５％（６３９） 

 

（４） その他入札及び契約の適正化に関し配慮すべき事項 

 ① 発注者支援データベース・システムの活用について 

     国：６１％（１１）、特殊法人等：６４％（８４） 

都道府県：１００％、指定都市：９３％（１４） 

市区町村：３２％（５７９） 
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 ② 公共工事実績のＣＯＲＩＮＳへの登録の義務付け  

     国：６７％（１２）、特殊法人等：９１％（１１９） 

都道府県：１００％、指定都市：９３％（１４） 

市区町村：６２％（１１３２） 

 

 ③ 電子入札システムの導入状況（実証実験段階を含む。） 

     国：７８％（１４）、特殊法人等：６８％（８９） 

都道府県：９１％（４３）、指定都市：８７％（１３） 

     市区町村：１４％（２５４） 

 

３．品質確保の促進に関する事項 

（１） 発注関係事務の適切な実施について 

 ① 工事の中間検査の実施について 

     国：６７％（１２）、特殊法人等：８５％（１１１） 

都道府県・指定都市：１００％、市区町村：６８％（１２４１） 

 

 ② 工事の完成検査の実施について 

     国・特殊法人等・都道府県・指定都市・市区町村：１００％ 

 

 ③ 工事の成績評定の実施について 

     国：５６％（１０）、特殊法人等：９２％（１２１） 

都道府県、指定都市：１００％、市区町村：６５％（１１８７） 

 

（２） 技術的能力の審査の実施に関する事項について 

  ○ 個別工事に際しての技術審査の実施について 

     国：６７％（１２）、特殊法人等：７２％（９４） 

都道府県：７７％（３６）、指定都市：８０％（１２） 

市区町村：２４％（４３５） 

 

（３） 技術提案の審査･評価の実施に関する事項について 

 ① 技術提案の要求について 

     国：３９％（７）、特殊法人等：４８％（６３）、都道府県：７４％（３５） 

指定都市：４０％（６）、市区町村：２％（３８） 

 

 ② 価格と技術提案を総合的に評価する方法について 

     除算方式：国１００％（７）、特殊法人等：９１％（６７） 

都道府県：７９％（２６）、指定都市：０％ 

市区町村：６２％（８） 
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     加算方式：国・指定都市：０％、特殊法人等：３％（２） 

都道府県：１８％（６）、市区町村：３１％（４） 

     ※ 総合評価方式を実施していない団体は除く 

 

（４） 中立かつ公正な審査･評価の確保に関する事項について 

 ① 自機関のみで会議等を設置し学識経験者から意見聴取 

     国：５７％（４）、特殊法人等：２２％（１６） 

都道府県：７０％（２３）、指定都市：１００％（１） 

市区町村：６２％（８）  ※総合評価方式を実施していない団体は除く 

 

 ② 他機関と共同で会議等を設置し学識経験者から意見聴取 

     国：２９％（２）、特殊法人等：３％（２）、都道府県・指定都市：０％ 

市区町村：８％（１）  ※総合評価方式を実施していない団体は除く 

 

 ③ 会議ではなく個別に学識経験者から意見聴取 

     国：２９％（２）、特殊法人等：３％（２）、都道府県：６１％（２０） 

指定都市：０％、市区町村：４６％（６） 

※ 総合評価方式を実施していない団体は除く 

 

（５） 工事の監督及び検査並びに施行状況の確認、評価に関する事項について 

 ① 契約内容に適合した履行がなされない可能性があると認められる場合の重点監督体

制の整備等の対策の実施について 

     国：７８％（１４）、特殊法人等：７９％（１０４） 

都道府県：８５％（４０）、指定都市：８０％（１２） 

市区町村：４９％（９０４） 

 

 ② 技術検査の結果の工事成績評定への反映について 

     国：４４％（８）、特殊法人等：８２％（１０８） 

都道府県：９８％（４６）、指定都市：９３％（１４） 

市区町村：４１％（７５４） 

 

（６） 発注関係事務の環境整備に関する事項について 

 ○ 工事成績データベースの作成について 

     国：８０％（８）、特殊法人等：７４％（８９） 

都道府県：８７％（４１）、指定都市：８０％（１２） 

市区町村：４３％（５０７）  ※成績評定を実施していない団体は除く 

 

（７） 調査及び設計の品質確保に関する事項について 

① 調査及び設計について成績評定の実施について 

     国：４４％（８）、特殊法人等：５０％（６６）、都道府県：７２％（３４） 

指定都市：６７％（１０）、市区町村：１５％（２８３） 
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② 成績評定を実施している場合におけるデータベースの作成について 

     国：７５％（６）、特殊法人等：７７％（５１）、都道府県：４７％（１６） 

指定都市：４０％（４）、市区町村：３３％（９３） 

※ 成績評定を実施していない団体は除く 

 

③ 受注者へのＴＥＣＲＩＳの登録の義務付けについて 

     国：２８％（５）、特殊法人等：１８％（２３）、都道府県：８９％（４２） 

指定都市：６７％（１０）、市区町村：２４％（４３６） 

 

（８） 発注関係事務を適切に実施することができる者の活用について 

① 国、都道府県自らが実施する講習会・研修への他団体の職員の受け入れについて 

     国：１７％（３）、都道府県：７９％（３７） 

 

② 他の発注者より要請があった場合、その要請に応じた国、都道府県の支援の実施に

ついて 

     国：２２％（４）、都道府県：５１％（２４） 


